
【記載要領】 

01（2）ばい煙発生施設変更届出書 

令和４ 年 10月 

広 島 県 
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[変更届出記載例] 

様式第１・・・① 

② 

ばい煙発生施設設置（使用，変更）届出書 

令和４年 ４月 １日 

③ 

広島県〇〇厚生環境事務所長 様 

④ （下記代理人）
届出者 住所 〒***-**** 三原市 1-1

名称 ○○㈱ ○○工場 

氏名 工場長 ○○ ○○
 電話  ***（***）**** 

（代表者）〒***-**** 東京都中央区 1-1-1 

○○㈱
取締役社長 ○○ ○○

  ⑤ 
大気汚染防止法第６条第１項（第 7条第１項，第８条第１項）の規定により，ばい煙発生施設に

ついて，次のとおり届け出ます。 

工場又は事業場 

の 名 称 
○○㈱ ○○工場 ※整理番号

工場又は事業場 

の 所 在 地 

〒***-**** 

三原市 1-1 
※受理年月日   年  月  日 

ばい煙発生施設 

の 種 類 
13項 廃棄物焼却炉（１施設） ※施設番号

ばい煙発生施設 

の 構 造 
別紙１のとおり。 ※審査結果

ばい煙発生施設 

の使用の方法  
別紙２のとおり。 

※備  考 
ば い 煙 処 理 

の 方 法 
別紙３のとおり。 

備考 １ ばい煙発生施設の種類の欄には，大気汚染防止法施行令別表第１に掲げる項番号及び

名称を記載すること。 

２ 

３ 

変更届出の場合には，変更のある部分について，変更前及び変更後の内容を対照させ

ること。 

届出書及び別紙の用紙の大きさは，図面，表等やむを得ないものを除き，日本工業規

格Ａ４とすること。 

（注） 別紙１～３の記載は，変更前，変更後で各一列使用し，内容を対照させること。 

なお，変更後の数値などの記入は，変更のあった箇所のみとすること。 

⑧ 

⑥ 

⑦
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［記載要領］ 

① 様式第１

同一の工場又は事業場に設置されるものであって，かつ，令別表第１の項番号が同一の場合に限り，１つの届出書

で届出できる。

② 届出の内容 不要な文字を消すこと。

（ア）設置届・・・施設を新たに設置する場合

（イ）使用届・・・大気汚染防止法施行令の改正により，新たにばい煙発生施設になった場合

（ウ）変更届・・・既に届出をしている施設において，別紙１～３の届出内容を変更する場合

③ 受信者名（提出先）

広島市内…広島市長（環境保全課），福山市内…福山市長（環境保全課），呉市内…呉市長（環境管理課），三次市内

…三次市長（環境政策課），庄原市内…庄原市長（環境衛生課），東広島市内…東広島市長（環境対策課），大崎上島

町内…大崎上島町長（保健衛生課），その他の地域…管轄の厚生環境事務所・支所長（環境管理課・衛生環境課）

【参考】工場，事業場の区別 

（ア）工場とは，継続的に物の製造又は加工のために使用される事業所をいい，この場合「物の製造又は加工のた

めに使用される事務所」とは，物の製造又は加工を直接の事業目的とし，そこで作られた製品を主として卸

売する事業所をいう。なお，いわゆる修理工場及び火力発電所は，工場に含めるが，加工食品小売業のよう

な加工食品を製造して，その場所で小売する事業所等は，工場に含めない。 

（イ）事業場とは，工場以外の全ての事業所をいう。

（ウ）工場か事業場かの区別は以上によるが，事業場に設置されるばい煙発生施設としては，令別表第１第１項の

ボイラー又は第１３項の廃棄物焼却炉が該当することになる。 

（エ）事業場の例を参考までに挙げると，次のとおりである。

ホテル，病院，学校，デパート，各種会社の本社・支店，事務所，公衆浴場，廃棄物焼却場，官公庁の事

務所等 

④ 届出者

住所，名称及び氏名（電話番号）を記入すること。

法人にあっては，法人を代表するものの職と氏名を記入すること。なお，法人代表者の代理人を届出者とする場合

には，記載例の様に代表者と代理人を併記するとともに，委任状を添付すること。

⑤ 根拠規定 不用な文字を抹消すること。不要な文字とは，

(ア)設置届出の場合…第６条第１項以外の文字

(イ)使用届出の場合…第７条第１項以外の文字

(ウ)変更届出の場合…第８条第１項以外の文字

⑥ 工場又は事業場の名称

略称を用いないこと。

⑦ 工場又は事業場の所在地

郵便番号及び住居表示を正確に記入すること。

⑧ ばい煙発生施設の種類

大気汚染防止法施行令別表第１の項番号，名称及び施設数を記入する。

【参考】令別表第１（抜粋） 

項 ばい煙発生施設の種類 規模用件（いずれかを満たすとき該当；～以上） 

１ ボイラー 燃料の燃焼能力５０ℓ/h 

11 乾燥炉 火格子面積１㎡，バーナー燃料燃焼能力５０ℓ/h，変圧器定格容量２００KVA 

13 廃棄物焼却炉 火格子面積２㎡，焼却能力２００kg/h 

29 ガスタービン 燃料燃焼能力５０ℓ/h 

30 ディーゼル機関 燃料燃焼能力５０ℓ/h 

32 ガソリン機関 燃料燃焼能力３５ℓ/h 
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[変更届出記載例] 

別紙 1 

ば い 煙 発 生 施 設 の 構 造 

(変更前) （変更後） 

工場又は事業場における施設番号 １ 

名 称 及 び 型 式 
機械化バッチ式焼却炉 

S-1 型

設 置 年 月 日 Ｓ６０年１１月１１日 年  月  日 

着 手 予 定 年 月 日 年  月  日 Ｒ　４年 ５月１１日 

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年  月  日 Ｒ　４年 ６月１５日 

規

模

伝 熱 面 積 （ ｍ ３ ） 

燃料の燃焼能力（重油換算Ｌ／ｈ） 

原 料 の 処 理 能 力 （ ｔ ／ ｈ ） 

火格子面積又は羽口面断面積（ｍ２） ８．５ 

変 圧 器 の 定 格 容 量 （ K V A ） 

触媒に付着する炭素の燃焼能力 

（ ｋ ｇ ／ ｈ ） 

焼 却 能 力 （ ｋ ｇ ／ ｈ ） ６００ 

乾 燥 施 設 の 容 量 

電 流 容 量 （ Ｋ Ａ ） 

ポ ン プ の 動 力 （ Ｋ Ｗ ） 

合成・漂白・濃縮能力（ｋｇ／ｈ） 

備考 １ 設置届出の場合には着手予定年月日及び使用開始予定年月日の欄に，使用届出の場

合には設置年月日の欄に，変更届出の場合には設置年月日，着手予定年月日及び使用

開始予定年月日の欄に，それぞれ記載すること。 

２ 規模の欄には，大気汚染防止法施行令別表第１の中欄に掲げる施設の当該下欄に規

定する項目について記載すること。 

３ ばい煙発生施設の構造概要図を添付すること。概要図は，主要寸法を記入し，日本

工業規格Ａ４の大きさに縮小したもの又は既存図面等を用いること。 

① 

② 

③ 

③ 

③ 

同左 

同左 

同左 
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[記載要領] 

① 工場又は事業場における施設番号

工場，事業場にある届出対象施設全てに一連番号を付けて，その施設番号を記入すること。また，

1 列に１施設を記入すること。

② 名称及び型式

略称を用いないこと。

③ 設置年月日

着手予定年月日

使用開始予定年月日

（ア）設置届出・・・・設置工事の着手予定年月日，使用開始予定年月日を記入。 

（イ）使用届出・・・・設置年月日を記入。 

（ウ）変更届出・・・・設置年月日（設置届出の際の工事着手（基礎工事を含む年月日），変更工事

の着手予定年月日，使用開始予定年月日を記入。 

また，大気汚染防止法第 10 条に留意すること。 

【大気汚染防止法第１０条】 

１ 第６条第１項の規定による届出をした者又は第８条第１項の規定による

届出をした者は，その届出が受理された日から６０日を経過した後でなけ

れば，それぞれ，その届出に係るばい煙発生施設を設置し，又はその届出

に係るばい煙発生施設の構造若しくは使用の方法若しくはばい煙の処理の

方法の変更をしてはならない。 

④ 規模

届出の施設に係る大気汚染防止法施行令別表第 1 の該当項目及び関係項目について記入すること。
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[変更届出記載例] 

別紙２ 

ばい煙発生施設の使用の方法 

（変更前） （変更後） 

工場又は事業場における施設番号 １ 

使用状況 

１ 日 の 使 用 時 間 

及 び 月 使 用 日 数 等 

９時～ １６時 

７時間／回  １回／日 ２５日／月 

時～ 時 

時間／回  回／日   日／月 

季 節 変 動 なし 

原 材 料 

（ ば い 煙 

の 発 生 に 

影響のある 

ものに限る） 

種 類 産業廃棄物 

使 用 割 合 汚泥 ７０％ 木屑 ３０％ 

原 料 中 の 成 分 割 合 

（％） 

いおう分 ０．０３ 

カドミウム分 

鉛分 

弗素分 

いおう分 

カドミウム分 

鉛分 

弗素分 

１ 日 の 使 用 量 汚泥４t/ｄ，木屑２t/d 

燃 料 又 

は 電 力 

種 類 B 重油 Ａ重油 

燃料中の成分割合（％） 灰分0.01 いおう分2.1 窒素分0.18 灰分0.01 いおう分0.85 窒素分0.03 

発 熱 量 １０，６００（ｋｃａｌ／ｋｇ） １０，８００（ｋｃａｌ／ｋｇ） 

通 常 の 使 用 量 最大 ２５（ℓ/h） 通常１０（ℓ/h） 最大     通常 

混 焼 割 合 

排 出 ガ ス 量 

（Ｎｍ３／ｈ） 

湿り 最大 １０，４００ 通常 ８，４００ 最大 通常 

乾き 最大 １０，０００ 通常 ８，０００ 最大 通常 

排 出 ガ ス 温 度 （ ℃ ） １８０ １５０ 

排 出 ガ ス 中 の 酸 素 濃 度 （ ％ ） ７ 

ば い 煙 

の 濃 度 

ばいじん（ｇ／Ｎｍ ３） 最大 ０．４８   通常 ０．３０ 最大 ０．４０   通常 ０．２０ 

いおう酸化物（容量比 ppm） 
最大 １３  通常 １３ 最大 １１    通常 １１ 

カドミウム及びその化合物 

（ ｍ ｇ ／ Ｎ ｍ ３ ） 
最大 通常 最大 通常 

塩  素（ｍｇ／Ｎｍ ３） 最大 通常 最大 通常 

塩化水素（ｍｇ／Ｎｍ３） 最大 ６００  通常 ５００ 最大      通常 

弗素，弗化水素及び弗化珪素 

（ ｍ ｇ ／ Ｎ ｍ ３ ） 
最大 通常 最大 通常 

鉛 及 び そ の 化 合 物 

（ ｍ ｇ ／ Ｎ ｍ ３ ） 
最大 通常 最大 通常 

窒素酸化物（容量比 ppm） 最大 通常 最大 通常 

ばい煙量 いおう酸化物（Ｎｍ３／ｈ） 最大 ０．１３   通常 ０．１１ 最大 ０．１１   通常 ０．０９ 

参考事項 

備考 １ 原材料中の成分割合（％）の欄及び燃料中の成分割合（％）の欄の記載にあたっては，

重量比％又は容量比％の別を明らかにすること。 

２ ばい煙の濃度は，乾きガス中の濃度とすること。 

３ ばい煙の濃度は，ばい煙処理施設がある場合は，処理後の濃度とすること。 

４ 参考事項の欄には，ばい煙の排出状況に著しい変動のある施設についての一工程中の

排出量の変動の状況，窒素酸化物の発生抑制のために採っている方法等を記載するほか，

ガスタービン，ディーゼル機関，ガス機関又はガソリン機関については，常用又は非常用

（専ら非常時において用いられるものをいう。）の別を明らかにすること。 

①  

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

同左 

同左 

同左 

同左 

同左 
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［記載要領］ 

① 工場又は事業場における施設番号

工場，事業場にある届出対象施設全てに一連番号を付けて，その施設番号を記入すること。また，

１列に１施設を記入すること。

② 使用状況

（ア）一日の使用時間及び月使用日数等 通常の使用状況を記入すること。

（イ）季節変動 季節変動がある場合には，具体的に記入すること。

③ 原材料

ばい煙の発生に影響がある原材料に限り記入すること。

（ア）種類 製鉄業における鉄鉱石，コークス等，また，廃棄物焼却炉において焼却する廃棄物も原

材料に含めること。 

（イ）使用割合 複数の原材料を使用する場合は，その割合を記入すること。 

（ウ）原材料中の成分割合 重量比（％）又は容量比（％）を明らかにすること。 

（エ）１日の使用量 原材料の種類ごとに，量，単位を明示して記入すること。 

④ 燃料又は電力

（ア）種類 Ａ・Ｂ・Ｃ重油，灯油，プロパンガス，電力等

（イ）燃料中の成分割合 燃料の成分表などを参考にして，硫黄分（最大値）は必ず記入すること。

（混焼の場合は，加重平均値とする。次の（ウ）も同じ。） 

（ウ）発熱量 燃料成分表により，燃料の高位発熱量を単位も含め記入すること。 

（エ）通常の使用量 通常の施設稼働状況における１時間当たりの燃料使用量を最大・通常毎に単位

も含め記入すること。 

（オ）混焼割合 複数の燃料を使用する場合に，その割合を記入すること。 

⑤ 排出ガス量

１時間当たりの排出ガス量（湿り，渇き）を最大，通常毎に記入すること。（ばい煙の処理施設を設

置している場合は，処理施設のファン等の能力を記入すること。）

［乾き排出ガス量］＝［湿り排出ガス量］×［１－水分量（％）／１００］

ここで最大とは定格能力で運転する場合を指す。

⑥ 排出ガス温度

排出口における排出ガスの温度を記入すること。（ばい煙の処理施設を設置している場合は，処理後

の値を記入すること。以下⑦，⑧，⑨も同じ。）

⑦ 排出ガス中の酸素濃度

排出口における排出ガス中の平均酸素濃度を記入すること。

ばい煙量等に関する計算書の空気比と整合を図ること。

⑧ ばい煙の濃度

届出施設において排出基準が定められている物質の排出濃度を記入すること。（酸素濃度換算が必要

な物質については換算後の数値を記入すること。）

⑨ ばい煙量

１時間当たりの硫黄酸化物排出量を最大，通常毎に記入する。ここで最大とは，定格能力で運転す

る場合をさす。

⑩ 参考事項

ばい煙の排出状況に著しい変動がある施設について，一工程中の排出量の変動状況，窒素酸化物の

発生抑制の為に採っている方法等を記載するほか，ガスタービン，ディーゼル機関，ガス機関又は

ガソリン機関については，常用又は非常用（専ら非常時において用いられるものをいう。）の別を明

らかにすること。
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[変更届出記載例] 

別紙３ ばい煙の処理の方法 （変更前） （変更後） 

① ばい煙処理施設の工場又は事業場における施設番号 １ 

② 処理に係るばい煙発生施設の工場又は事業場における施設番号 １ 

③ ばい煙処理施設の種類，名称及び型式
ｽｸﾗﾊﾞｰ間流方式 （NaOH）

E-1 型

ｽｸﾗﾊﾞｰ間流方式 （NaOH）

E-2 型

④ 設置年月日 Ｓ６０年１１月１１日  年 月  日 

④着手予定年月日 年  月  日 Ｒ　４年 ５月１１日 

④使用開始予定年月日 年  月  日 Ｒ　４年 ６月１５日 

⑤

処

理

能

力

排 出 ガ ス 量 

（Ｎｍ３／ｈ） 

最 大 １０，０００ 

通 常 ８，０００ 

排 出 ガ ス 温 度 

（℃） 

処 理 前 

処 理 後 １８０ １５０ 

ば

い

煙

の

濃

度

ば い じ ん 

（ｇ／Ｎｍ３） 

処 理 前 ０．８０ ０．８０ 

処 理 後 ０．４８ ０．４０ 

い お う 酸 化 物 

（容量比 ppm） 

処 理 前 ２２ ２２ 

処 理 後 １３ １１ 

カドミウム及びその化合物

（ｍｇ／Ｎｍ３） 

処 理 前 

処 理 後 

塩  素 

（ｍｇ／Ｎｍ３） 

処 理 前 

処 理 後 

塩 化 水 素 

（ｍｇ／Ｎｍ３） 

処 理 前 

処 理 後 

弗 素 ， 弗 化 水 素 及 び 

弗化珪素（ｍｇ／Ｎｍ３） 

処 理 前 

処 理 後 

鉛 及 び そ の 化 合 物 

（ｍｇ／Ｎｍ３） 

処 理 前 

処 理 後 

窒 素 酸 化 物 

（容量比 ppm） 

処 理 前 

処 理 後 

ば

い

煙

量

い お う 酸 化 物 

（Ｎｍ３／ｈ） 

最
大

処 理 前 ０．２２ ０．２２ 

処 理 後 ０．１３ ０．１１ 

通
常

処 理 前 ０．１８ ０．１８ 

処 理 後 ０．１１ ０．０９ 

補

集

効

率

（
％
） 

ば い じ ん ４０ ５０ 

い お う 酸 化 物 ４０ ５０ 

カ ド ミ ウ ム 及 び そ の 化 合 物 

塩 素 

塩 化 水 素 

弗 素 ， 弗 化 水 素 及 び 弗 化 珪 素 

鉛 及 び そ の 化 合 物 

窒 素 酸 化 物 

⑥ 

使用状況 

１ 日 の 使 用 時 間 及 び 月 使 用 日 数 等 
０時 ～ ２４時 

24 間/回 1 回/日 25 日/月 

時 ～   時 

間/回 回/日  日/月 

季 節 変 動 なし 

⑦排 出 口 の 実 高 さ Ｈｏ（ｍ） ２０．０×口径０．７∅ 

⑧補 正 さ れ た 排 出 口 の 高 さ Ｈｅ（ｍ） ２３．３ ２３．０ 

⑨排 出 速 度 （ｍ／ｓ） 最大 5.79 通常 5.79 最大 5.41 通常 5.41 

備考 １ 設置届出の場合には着手予定年月日及び使用開始予定年月日の欄に，使用届出の場合には設置年月日の欄に，変更届出

の場合には設置年月日，着手予定年月日及び使用開始予定年月日の欄に，それぞれ記載すること。 

２ ばい煙の濃度は，乾きガス中の濃度とすること。 

３ 補正された排出口の高さＨｅは，大気汚染防止法施行規則第３条第２項の算式により算定すること。 

４ ばい煙処理施設の構造図とその主要寸法を記入した概要図を添付すること。

同左 

同左 

同左 

※0.80(g/Nm3)

×(1－40/100) 

=0.48 

※0.80(g/Nm3)

×(1－50/100) 

=0.40 

※22.0(ppm)

×(1－40/100) 

=13.2 

※10,000×22.0/106=0.22

※10,000×13.2/106=0.132

※8,000×22.0/106=0.176

※8,000×13.2/106=0.1056

※220.(ppm)

×(1－50/100) 

=11.0 

同左 
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[記載要領] 

① ばい煙処理施設の工場又は事業場における施設番号

ばい煙量を減少させる処理施設全部に一連番号を付けて，その施設番号を記入すること。また，1 列に１施設を記入

すること。

② 処理に係るばい煙発生施設の工場又は事業場における施設番号

上記の処理施設が処理する排出ガスを排出するばい煙発生施設の施設番号（工場又は事業場での一連番号）を記入

すること。

③ ばい煙処理施設の種類名称及び型式

種類とは，サイクロン，スクラバー，バグフィルター，排煙脱硫装置等と記入し，名称及び型式についても記入す

ること。

④ 設置年月日 着手予定年月日 使用開始予定年月日

⑤ 処理能力

（ア）排出ガス量 処理施設が処理できる 1 時間当たりの排出ガス量を，最大，通常に分けて記入すること。

（イ）排出ガス温度 当該処理施設における排出ガスの温度を記入すること。

（ウ）ばい煙の濃度 当該処理施設によって減少するばい煙について，処理前後の最大のばい煙濃度を記入するこ

と。 

（エ）ばい煙量 当該処理施設によって硫黄酸化物が減少する場合，処理前後のばい煙量を最大，通常毎に記入す

ること。 

（オ）補集効率 当該処理施設によって減少するばい煙について，処理による捕集効率を記入すること。

⑥ 使用状況

ばい煙処理施設の通常の使用状況を記入すること。

⑦ 排出口の実高さ

地上から煙突排出口までの実高さ（Ho）及び排出口の口径（m）を記入すること。

⑧ 補正された排出口の高さ

次式によって排出口における上向きの運動量及び排出ガス温度により補正した高さ（He）を記入すること。

なお，陣笠付きの煙突の場合は，その旨を付記すること。

Ｈｅ＝Ｈｏ＋０．６５（Ｈｍ＋Ｈｔ） 

０．７９５√Ｑ・√Ｖ 
Ｈｍ＝―――――――――――― 

２．５８ 
１＋―――――― 

 Ｖ 

１ 

Ｈｔ＝２．０１×１０（マイナス３乗）×Ｑ×（Ｔ－２８８）× ２．３０logJ＋― －１ 

Ｊ 

１   Ｖ 
Ｊ＝―――――― １，４６０－２９６×――――― ＋１ 

√Ｑ・√Ｖ Ｔ－２８８ 

ここで， 

Ｈｏ：排出口の実高さ（ｍ） 

Ｑ ：摂氏１５度における排出ガス量（㎥／秒） 

Ｖ ：排出ガスの排出速度（ｍ／秒） 

Ｔ ：排出ガスの絶対温度（
○ 

 Ｋ）＝Ｔ（℃）＋２７３ 

⑨ 排出速度

排出口での排出ガス温度における排出ガスの速度を最大，通常に分けて記入すること。

[排出速度]＝[排出ガス量（㎥/h）]÷3，600÷{π×[頂口径（m）÷２]
２ 

 }

陣笠付き煙突の場合は 

He＝Ho＋０．６５×Ht とする。 
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[その他の添付書類について]（※例①～⑦については，01 設置届出書の記載要領を参照） 

様式第１，別紙１～３の届出書のほか，次の書類を添付すること。 

また，この添付書類は 2 部作成し，大きさは原則としてＡ４版とし，それ以上の大きさの場

合はＡ４版の大きさに折り畳むこと。 

なお，変更届の場合，変更部分に関係する添付書類のみでよい。 

① 緊急時の連絡先（例①参照）

工場，事業場における公害担当責任者等の住所，所属，氏名及び電話番号を記入すること。

② 工場，事業場の位置図及び工場，事業場内配置図（例②参照）

工場，事業場の位置を地図（手書きでも可）に明示し，また，工場，事業場内配置図中に，ば

い煙発生施設，ばい煙処理施設，燃料タンク等の位置を明示して，添付すること。

③ ばい煙発生施設構造図（例③参照）

ばい煙発生施設の構造図に寸法を記入して添付すること。

図面は構造が明確に判断される程度で，設計図等精巧でなくてもよい。

④ ばい煙処理施設構造図（例④参照）

ばい煙処理施設の構造図（煙突も処理施設に含む。）を寸法も記入して添付すること。

図面は構造が明確に判断される程度で，設計図等精巧でなくてもよい。

煙突の図面には，ばい煙の測定口の位置，測定口の口径及び地上からの高さを明記すること。

また，測定口位置における煙突の断面図も添付すること。

⑤ 操業系統図（例⑤参照）

工場の操業系統図をばい煙発生施設との関係も含めて記入すること。

事業場については提出の必要なし。

⑥ ばい煙量等に関する計算書（例⑥参照）

届出書別紙２の排出ガス量，別紙３の補正された排出口の高さ等の計算書を添付すること。

⑦ ばい煙の発生に係わる原材料及び燃料の分析表（例⑦参照）




